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平成２８年度事業計画 

 

 

内閣府が行った「交通安全に関する国民の意識調査」（平成26年 10月）では、8割以上が「交通

事故に不安を感じている」と回答している。交通事故が国民生活にとって大きなリスク・脅威であ

り、交通事故の防止・減少が喫緊に解決すべき国民的な課題であることを示している。 

国においては、第９次交通安全基本計画（平成23年度～27年度）を策定し、「平成27年までに、

道路交通事故の24時間死者数を3,000人以下、死傷者数を70万人以下にする」という数値目標を

掲げ、その目標達成に向けて、官民一体となり交通事故防止対策を進めてきた。 

しかしながら、第９次交通安全基本計画の最終年である平成27年の交通事故発生状況を見ると、

発生件数（536,789件、前年比37,053件減）及び負傷者数（665,126人、前年比46,248人減）はと

もに11年連続で減少したものの、死者数（4,117人、前年比4人増）は15年振りの増加となった。

この結果、死傷者数（669,243 人）については、目標は達成できたが、死者数については、残念な

がら目標達成には至らなかった。 

死者数が増加した主な要因として、交通事故に遭った際の致死率が高い高齢者の人口が増加して

いることや飲酒運転等の悪質・危険な運転による事故が後を絶たないことなどが挙げられている。

特に高齢者の死者数(2,247人、前年比54人増)については、全死者数の54.6％を占め、過去最高を

記録している。 

このような種々の課題を抱える交通情勢の中、平成28年 4月から第10次交通安全基本計画（平

成 28 年度～32 年度）がスタートする。まだ数値目標は明らかになっていないが、ハードルはかな

り高いと思われる。従前にも増した危機感をもって、積極的、効果的に各般の交通安全対策に取り

組むことが求められる。 

当協会においては、このような状況を踏まえ、人命尊重の基本理念の下、関係機関・団体、民間

企業等との連携・協力を図りつつ、幼児から高齢者に至るまでの生涯にわたる交通安全教育を積極

的に推進し、国民一人一人の交通安全思想の普及徹底を図ることにより、交通事故のない安全で快

適な交通社会の実現に努めることとしている。 

平成28年度は、新規事業として規模の大きい講習会の実施を東京都より受託していることから、

その他の事業と併せて、事業全体の効率的、円滑な推進を心掛けるとともに、効果的な交通安全教

育に資する教材・教具の普及、企画・開発にも継続的に取り組むこととしている。 

また財政面においては、引き続き、複数事業における効率的実施による人件費・旅費等の経費節

減や外部人材の活用等による事業の効率化を進めるとともに、所有ビルの有効活用等に努め、健全

な運営に不可欠な財政基盤の安定を図ることとしている。 

 

 平成28年度に実施を予定している具体的な各種活動は、以下のとおりである。 
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Ⅰ 研修・教育活動 

１．交通安全教育指導者等養成活動 

（１）交通安全教育指導者研修会の開催（継続）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

（２）チャイルドシート指導員養成研修会の開催（継続）・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

（３）スーパーアドバイザー養成研修の実施（継続）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

（４）高校生向け自転車安全教育インストラクター認定及び認定更新講習会の開催（継続）・・４ 

（５）高等学校における自転車安全指導研修会の開催（継続）・・・・・・・・・・・・・・・５ 

（６）二輪車(主として原付)通学許可校等の生徒指導担当者研修会の開催（継続）・・・・・・５ 

（７）国や自治体等の交通安全教育指導者養成事業の実施（継続）・・・・・・・・・・・・・５ 

２．交通安全教育指導者等支援活動 

（１）学校における交通安全教育に関する協議会の開催（継続）・・・・・・・・・・・・・・５ 

（２）各種認定者との連携による地域交通安全モデル事業の実施（継続）・・・・・・・・・・５ 

（３）講師派遣の実施（継続）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６ 

（４）国や自治体等の交通安全教育指導者等支援事業の実施（継続）・・・・・・・・・・・・６ 

３．交通安全教育啓発活動 

（１）児童及び高齢者を対象にした歩行者向け交通安全講習会の実施（新規）・・・・・・・・６ 

（２）セーフティー・セミナーの開催（継続）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６ 

（３）自転車交通安全教育地域一体型プロジェクトの実施（継続）・・・・・・・・・・・・・６ 

（４）自転車安全利用講習会の実施（継続）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６ 

（５）住民参加型の地域交通安全普及啓発モデル事業の実施（継続）・・・・・・・・・・・・６ 

（６）緊急時の対応に関する啓発活動の実施（継続）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７ 

（７）国際協力による教育普及活動の実施（継続）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７ 

（８）関係機関と連携した交通安全教育啓発活動の推進  

①シートベルト・チャイルドシート着用推進協議会の事務局（継続）・・・・・・・・・７ 

②交通安全フォーラム推進協議会の事務局（継続）・・・・・・・・・・・・・・・・・７ 

③全国交通安全運動への参加（継続）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７ 

④交通安全ファミリー作文コンクールの実施（継続）・・・・・・・・・・・・・・・・７ 

 

Ⅱ 調査研究活動（継続）   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７ 

 

Ⅲ 情報収集提供活動 

１．月刊誌｢交通安全教育｣の編集・刊行（継続 ）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８ 

２．ホームページによる情報の発信及び収集（継続）  ・・・・・・・・・・・・・・・・・８ 

 

Ⅳ 教材の制作・普及事業 

１．交通安全教育啓発資料・機材の開発・普及（継続） ・・・・・・・・・・・・・・・・８ 

２．教育啓発資料の監修・指導等の実施（継続） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８ 

 

Ⅴ 基本財産等運用事業（継続）   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８ 
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Ⅰ 研修・教育活動 

交通安全教育の担い手である指導者等の養成と指導力・資質の向上を目的として研修・支援を行

うとともに、子供や高齢者、一般市民等の交通参加者を対象に、交通安全意識の向上と安全な交通

行動の実践化を図ることを目的として交通安全教育啓発活動を実施する。 

 

１．交通安全教育指導者等養成活動 

（１）交通安全教育指導者研修会の開催（継続） 

交通安全教育に携わる行政担当者、交通指導員等を対象に、指導者としての資質向上を目的

とした研修会を、内閣府の後援を得て、2日間の日程で東京において開催する。 

研修では、参加者の活動実態や要望等を踏まえたプログラムの下、主として学識経験者によ

る講義、自治体による実践事例発表、テーマ別の班別協議等を行う。 

 

（２）チャイルドシート指導員養成研修会の開催（継続） 

チャイルドシートの正しい知識の定着と使用の促進を目的として、チャイルドシートに関す

る法的・技術的知識、正しい装着方法など専門的知識を習得した指導者を養成するための研修

会を、内閣府、警察庁及び国土交通省の後援を得て、3回程度開催する。 

 

（３）スーパーアドバイザー養成研修の実施（継続） 

自動車教習所指導員を対象に、多様な対象者に対して交通安全教育を実施できる企画力と教

育能力を備えた人材の養成を目的としたスーパーアドバイザー養成研修を、延べ5日間の日程

で東京において実施する。 

研修では、交通安全教育における動機づけやリーダーシップの基本、プレゼンテーションの

仕方等に関する教育技術指導、グループ討議などを内容とする集合研修を5月に3日間、次い

で、KJ法の進め方についての講義や具体的なプレゼンテーション技法についての発表・討議等

を内容とするフォローアップ研修を10月に2日間行う。 

 

（４）高校生向け自転車安全教育インストラクター認定及び認定更新講習会の開催（継続） 

自動車教習所指導員を対象に、高等学校の自転車安全教育の充実に寄与することを目的とし

て、高校生に対する自転車安全教育における効果的な手法や知識を習得したインストラクター

養成のための講習会を2日間の日程で開催する。 

受講後、認定試験等の要件を満たした者には、当協会から「高校生向け自転車安全教育イン

ストラクター」認定証を交付するとともに、1 事業所に 3 名以上の認定者がいる事業所につい

ては、適正な活動を行う旨の誓約書の提出をもって「高校生向け自転車安全教育団体」として

認定を行う。 

また、平成26年度認定者を対象に、認定者のレベルアップを図ることを目的とした認定更新

講習会を2日間の日程で東京において開催する。 
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（５）高等学校における自転車安全指導研修会の開催（継続） 

（一社）日本自動車工業会からの委託を受けて、高等学校における自転車教育を自動車との

安全な共存を目指したプレドライバー教育として位置付け、地域連携型の高校生向け自転車交

通安全教育を推進することを目的として、地域の交通安全センターとしての役割を担う自動車

教習所指導員を対象に、高校生に対する効果的な自転車安全教育の手法と知識を習得するため

の研修会及びモデル事業を実施する。 

また、高等学校等の交通安全指導担当教員を対象とした、講義や実技、研究協議を内容とす

る研修会もモデル地域内で開催する。 

 

（６）二輪車（主として原付）通学許可校等の生徒指導担当者研修会の開催（継続） 

（一社）日本二輪車普及安全協会からの委託を受けて、バイク通学を許可している高等学校

の教員を主な対象に、高校生の二輪車事故の減少に貢献することを目的として、高校生の交通

事故の現状と課題に関する講義、原付による実技講習体験、二輪車実技教育の在り方について

の研究協議を内容とする研修会を開催する。 

さらに、自動車教習所及び二輪車安全運転推進委員会の指導員を対象に、高校生に対する指

導の機会・場をより一層拡大することを目的として、高校生の特性を踏まえた効果的な原付指

導の進め方を習得するための研修会を開催する。 

28 年度は、高等学校教員を対象とした研修会を 3 か所（宮城県、岡山県、大分県）、自動車

教習所及び二輪車安全運転推進委員会の指導員を対象とした研修会を6か所で開催する。 

 

（７）国や自治体等の交通安全教育指導者養成事業の実施（継続） 

国や自治体等からの委託による交通安全教育指導者養成に係る事業を行う予定である。 

28年度は、富山県委託「チャイルドシート・シートベルト着用推進リーダー講習会」及び青

森県警察本部委託「チャイルドシート研修会」の実施を予定している。 

 

２．交通安全教育指導者等支援活動 

（１）学校における交通安全教育に関する協議会の開催（継続） 

都道府県教育委員会の交通安全教育担当者等を対象に、学校における交通安全教育の拡充を

図ることを目的として、文部科学省（後援名義使用申請中）の後援を得て、講義及び子供の交

通事故実態等を踏まえた重要課題についての協議、意見・情報交換等を内容とする協議会を 2

か所（東京都、大阪府）において開催する。 

 

（２）各種認定者との連携による地域交通安全モデル事業の実施（継続） 

当協会の各種認定(スーパーアドバイザー、高校生向け自転車安全教育インストラクター等)

を受けた自動車教習所指導員・自動車教習所との連携の下、地域の関係機関・団体や学校等の

協力を得て「親子自転車教室」、「高齢運転者向けセミナー」、「企業向け交通安全セミナー」、「高

校生自転車教室」等の地域に密着した交通安全モデル事業を行い、認定者の実践力を高め地域

の交通安全に貢献するとともに、モデル事業の手法、成果の全国的な普及を図る。 

28年度は、4～6か所のモデル地域を選定し実施する。 
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（３）講師派遣の実施（継続） 

自治体や関係機関・団体等からの要請により、児童・生徒や高齢者、自転車の交通安全をテ

ーマにした講習会の講師として職員等を派遣する。 

 

（４）国や自治体等の交通安全教育指導者等支援事業の実施（継続） 

国や自治体等からの委託による交通安全教育指導者等支援事業に係る事業を行う。 

 

３．交通安全教育啓発活動 

（１）児童及び高齢者を対象にした歩行者向け交通安全講習会の実施（新規） 

28年度は、新規に東京都からの委託を受けて、児童及び高齢者を対象に「歩行者向けの交通

安全危険予測シミュレータ」を活用した講習会を約120回実施する。 

 

（２）セーフティー・セミナーの開催（継続） 

各地域の指定自動車教習所及び(株)ブリヂストンとの共催の下、主として子供を持つ保護者

を対象に、家族ぐるみの交通安全意識の向上を図ることを目的として、保護者の役割の重要性

についての講義や参加・体験型講習を内容とするセーフティー・セミナーを開催する。 

また、一部会場においては、親子で参加できるセミナーとし、子供向けに自転車の交通安全

教室を開催する。 

28年度は、10か所で開催する。 

 

（３）自転車交通安全教育地域一体型プロジェクトの実施（継続） 

地域を核とした子供（園児、小学生）への自転車交通安全教育の展開と体制の確立を目的と

して、地域の関係機関、リーダー、ブリヂストンサイクル（株）等の協力･支援の下、参加・体

験型の自転車交通安全教育モデル事業を埼玉県において実施する。 

28年度は、子供を対象にした自転車教室を8回開催するとともに、親子を対象とした自転車

教室を新規に1回開催する。 

 

（４）自転車安全利用講習会の実施（継続） 

東京都武蔵野市からの委託を受けて、一般市民や市職員等を対象に、自転車事故の発生状況

や安全な乗り方等についての講義を内容とする自転車の安全利用のための講習会を実施する。 

28年度は、約30回、2,000名の受講者を対象に行う。 

 

（５）住民参加型の地域交通安全普及啓発モデル事業の実施（継続） 

地域における効果的な交通安全普及啓発活動の確立と普及を目的として、大塚製薬（株）の

協力を得て、地域の関係機関・団体等との連携を図りつつ、モデル的に徳島県において、地域

密着型、住民参加型の交通安全普及啓発事業を実施する。 

さらに、企業において自動車を使用する予定の新社会人に対して、交通社会人としての責任

と自覚を促し、事故を未然に防ぐための技能と知識を効果的に習得できる教育プログラムの確

立を目指して、徳島県内で仮説検証型のモデル事業を実施する。 
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（６）緊急時の対応に関する啓発活動の実施（継続） 

日本保安炎筒工業会との連携・協力により、交通事故・二次災害等の減少に資することを目

的として、発炎筒の使用方法や性能、非常時等における対処方法を普及啓発するためのポスタ

ー5,000 枚を制作し、全国の都道府県、政令指定都市、警察本部、各高速道路（株）等に配布

する。 

 

（７）国際協力による教育普及活動の実施（継続） 

諸外国からの交通安全視察研修等の要請に応じて講習や資料提供を行うなど、国際協力によ

る交通安全教育普及活動を実施する。 

 

（８）関係機関と連携した交通安全教育啓発活動の推進 

①シートベルト・チャイルドシート着用推進協議会の事務局（継続）  

関係省庁、団体等官民一体となって国民のシートベルトとチャイルドシートの着用推進

啓発活動を行っている「シートベルト・チャイルドシート着用推進協議会」の活動に協力

するとともに、同協議会の事務局を担当する。 

 

②交通安全フォーラム推進協議会の事務局（継続） 

国民の交通安全意識を高揚することを目的とした交通安全フォーラム（内閣府及び開催

地の県・市主催、関係省庁後援、関係団体協賛）の推進協議会の活動に協力するとともに、

同協議会の事務局を担当する。 

 

③全国交通安全運動への参加（継続） 

官民一体となって実施している「春・秋の全国交通安全運動」に協賛団体として参加・

協力を行う。 

 

④交通安全ファミリー作文コンクールの実施（継続） 

警察庁及び関係団体との共催により、「我が家の交通安全」をテーマにして各家庭におけ

る交通安全に関する話合いを進めることを通じ、国民一人一人の交通安全意識の高揚を図

り、交通ルールの遵守と交通マナーの向上に資することを目的とした交通安全ファミリー

作文コンクールを実施する。 

 

 

Ⅱ 調査研究活動（継続） 

効果的な交通安全対策や事業の企画・実施・評価に資することを目的として、交通事故や交通行

動の実態、内外の交通安全教育の動向や有効な交通安全教育手法等交通安全に関する調査研究を実

施する。 
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Ⅲ 情報収集提供活動 

主として行政や教育現場、地域や職場において交通安全教育に携わっている担当者等に対し、交

通安全教育等を推進する上で有益かつ実践的な情報を提供するとともに、当協会の活動内容やタイ

ムリーな交通安全情報等を広く国民一般に向けて発信することを目的として実施する。 

 

１．月刊誌｢交通安全教育｣の編集・刊行（継続） 

交通安全に関する対策や指導方法、具体的な教育指導事例等を掲載した月刊誌「交通安全教育」

を毎月編集・刊行する。 

 

２．ホームページによる情報の発信及び収集（継続） 

ホームページの積極的な活用を通して、最新の交通安全教育活動や改正道路交通法、各種教材・

機材等に関する情報を広く発信するとともに、適時ホームページのリニューアル等を行い、閲覧

者の増加を図る。 

 

 

Ⅳ 教材の制作・普及事業 

交通安全教育及び交通安全啓発活動の効果的推進に資することを目的として、交通安全教育等啓

発資料・機材の開発・普及を行う。 

 

１．交通安全教育等啓発資料・機材の開発・普及（継続） 

積極的な情報収集の下、ユーザーのニーズに対応した新規の教育用資料の企画・制作や次世代

型の教育用機材の開発に努めるとともに、全国の自治体、関係機関・団体等に対する訪問活動や

ホームページ・ＤＭ等の媒体を活用した広報活動を通して、各種啓発資料・機材の有効活用を普

及促進する。 

また、交通事故の経年変化や道路交通法の改正等に対応して、適宜、資料・教材の改訂を行う。 

 〇新一年生向け交通安全絵本 

 〇チャイルドシート完璧マニュアル（冊子） 

 〇交通安全危険予測シミュレータ 歩行者編（機材） 

 

２．教育啓発資料の監修・指導等の実施（継続） 

民間企業が企画・制作する交通安全啓発用資料・教材に対して、民間企業からの要請を受けて、

企画・監修・指導等を行う。 

 

 

Ⅴ 基本財産等運用事業（継続） 

基本財産等の運用に関する事業（所有ビルを貸事務所及び貸店舗等として賃貸するなど）におい

て、効果的な運用に積極的に取り組み、健全な運営に不可欠な財政基盤の安定に資することとする。 


